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平成２２年４月１日規程第３７号

国立研究開発法人国立成育医療研究センター情報公開審査基準

（目的）

第１条 この審査基準は、国立研究開発法人国立成育医療研究センター（以下「センタ

ー」 という。）が、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年

法律 第１４０号。以下「法」という。）第９条第１項及び第２項の決定に関し、決定

権者 が当該決定をするかどうかを判断するために必要とされる基準を定めることによ

り、 法の適正かつ円滑な施行を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この審査基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

一 決定権者 国立研究開発法人国立成育医療研究センター情報公開手続規程（平成

２２ 年規程第３６号）第４条に規定する決定権者をいう。

二 独立行政法人等 法第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。

三 法人文書法第２条第２項に規定する法人文書をいい、法人文書に該当するかど

うかを判断するに際しての基本的な考え方は、別添１のとおりとする。

四 国の機関 国会、内閣、裁判所及び会計検査院（これらに属する機関を含む。）

をいう。

五 国の機関等 国の機関、独立行政法人等又は地方公共団体をいう。

六 公務員等 国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第２条第１項に規定する

国家公務員（独立行政法人通則法第２条第２項に規定する特定独立行政法人の役員

及び職員（以下「役職員」という。）を除く。）、独立行政法人等の役職員並びに地

方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規定する地方公務員をいう。

（開示の原則）

第３条 決定権者は、開示請求（法第４条第１項に規定する開示請求をいう。以下同じ。）

があったときは、第４条から第８条までに定める場合及び事案を他の独立行政法人等

又は行政機関の長に移送する場合を除き、当該開示請求をした者（以下「開示請求者」

という。）に対し、当該開示請求に係る法人文書の全部を開示する旨の決定（以下「開

示決定」という。）をするものとする。

（不開示情報が記録されている場合）

第４条 決定権者は、開示請求に係る法人文書に法第５条に規定する不開示情報（以下

単に「不開示情報」という。）が記録されている場合にあっては、第９条による場合

を除き、当該法人文書の全部を開示しない旨の決定（以下「不開示決定」という。）
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をするものとする。この場合、開示請求に係る法人文書が不開示情報に該当するかど

うかを判断するに際しての基本的な考え方は、別添２のとおりとする。

（法人文書を保有していない場合）

第５条 センターにおいて開示請求に係る法人文書を保有していない場合は、決定権者

又はその事務を補助する職員は、第１１条の場合を除き、可能である場合には、当該

開示請求を行おうとする者に対して、当該開示請求に係る開示請求書を受理する前に、

この旨を説明し、その者が同意した場合は、当該開示請求書を開示請求手数料ととも

に返戻するものとする。当該開示請求に係る開示請求書を受理した場合は、決定権者

は、不開示決定をするものとする。この場合において、決定権者は、第１１条の場合

を除き、法第９条の書面に、当該法人文書を保有していない旨を記載するものとする。

（開示請求の対象が法人文書に該当しない場合）

第６条 開示請求の対象となるものが刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第５３

条の２に規定する訴訟に関する書類及び押収物その他の法が適用されないものである

場合においては、決定権者又はその事務を補助する職員は、第５条の場合に準じて、

開示請求書の返戻又は不開示決定をするものとする。開示請求の対象となるものが法

人文書に該当しない場合においても、同様とする。

（法人文書の特定ができない場合その他不適法な開示請求に対する不開示決定）

第７条 開示請求に係る法第４条第１項に規定する開示請求書に形式上の不備がある場

合であって、決定権者が同条第２項に基づき補正を求めたにもかかわらず、なお当該

開示請求書に形式上の不備がある場合にあっては、決定権者は、不開示決定をするも

のとする。この場合において、形式上の不備があるかどうかを判断するに際しての基

本的な考え方は、別添３のとおりとする。

（他の法令による開示の実施との調整）

第８条 開示請求に係る法人文書に関し、国家公務員倫理法（平成１１年法律第１２９

号）第９条第２項に規定する閲覧その他の他の法令の規定により法第１５条第１項本

文の規定に基づき、独立行政法人等が定める方法と同一の方法で開示することとされ

ている場合（法第１６条第２項の規定による場合を含む。）には、決定権者は、当該

法人文書を当該他の法令に基づき開示するものとし、法に基づく開示は行わないもの

とする。

（部分開示）

第９条 決定権者は、開示請求に係る法人文書の一部に不開示情報が記録されている場

合において、不開示情報が記録されている部分を容易に区分して除くことができると

きは、開示請求者に対し、当該部分を除いた部分につき開示するものとする。ただし、

当該部分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認められるときは、この限
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りでない。この場合において、不開示情報が記録されている部分を容易に区分できる

かどうかを判断する際の基本的な考え方は、別添４のとおりとする。

２ 開示請求に係る法人文書に法第５条第１号の情報（特定の個人を識別することがで

きるものに限る。以下「非開示の個人情報」という。）が記録されている場合におい

て、当該情報のうち、氏名、生年月日その他特定の個人を識別することができること

となる部分を除くことにより、公にしても、個人の権利利益が害されるおそれがない

と認められるときは、当該部分を除いた部分は非開示の個人情報に該当しないものと

みなして、前項と同様の取扱いとする。

（公益上の理由による裁量的開示）

第１０条 決定権者は、開示請求に係る法人文書に不開示情報が記録されている場合で

あっても、公益上特に必要があると認めるときは、開示請求者に対し、当該法人文書

を開示するものとする。

（法人文書の存否に関する情報）

第１１条 開示請求に対し、当該開示請求に係る法人文書が存在しているか否かを答え

るだけで、不開示情報を開示することとなるときは、決定権者は、当該法人文書の存

否を明らかにしないで、不開示決定をするものとする。この場合において、どのよう

な場合がこの場合に該当するかについての判断をするに際しての基本的な考え方は、

別添５のとおりとする。

附 則

（施行期日）

この審査基準は、平成２２年４月１日から適用する。

（施行期日）

この審査基準は、平成２７年４月１日から適用する。


